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1．問題の所在と限定
保険市場におけるモラール・ノ・ザードの位置づけについて，家計保険市場を例に検討した結果，
以下の問題点が明らかになった1）。家計保険市場では，従来から情報の経済学で問題とされている
　「個人情報の偏在」だけでなく，専門知識を持つ保険者と専門知識の乏しい契約者間で契約内容に
ついての情報が偏在していて，このことがモラール・ハザードを引き起こす。モラール・ハザード
は潜在的であり・保険制度に必然的1・付随するものである．しかし，社会経済的費用を増大させ，
保険制度の存在意義を脅かす深刻な要因であり，極力排除する必要がある。そのためには，保険商
品が解釈を必要とするものであることを認識し，契約者側の契約内容の不十分な理解を解消するよ
うなインフォームド・パーチャスが必要である。この際問題とされているのは保険者側と契約者側
の関係であり，契約者と被保険者は同一人物か経済上の力関係の差のない間柄であるのが一般的で
ある2｝。
　そこで本稿ではこの状況が企業保険市場3｝ではどのように変化するのか検討してい’〈。企業活動
は多様であり，企業市揚は家計市場の要素もかなり包含した幅のあるものといえる4）。そのため，
企業保険市場全般について検討するためには，まずは具体的な事例ごとに検討する必要があると考
えられる。従って本稿では，生命保険の中の企業分野である団体保険をとり上げ，その中でも最も
一般的な団体定期保険のうちAグループ保険を中心に検討する。以下，特に断りのない場合は団体
保険と表記した場合にも主としてAグループ保険を示すことにする。
　　　　　　　　　図1　企業保険市場と家計保険市場の接点（生命保険）
企業年金（従業員拠出）
団体定期（Bグループ）
財形貯蓄・財形年金
団体信用保険等
　　　　　／
〔従業員拠出制〕
（???? ???????
※本稿では図中の個人保険市場
　を家計保険市場と捉えている
（出所）生命保険協会〔1991〕p．243
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　団体保険の役割は，企業の従業員の福利厚生のためのものであり，企業福祉制度を支えるための
商品である（生命保険協会〔1992－a〕p．13）。そのため，団体保険は従業員にとっては家計経済ρ
安定という機能を持つが，この影響はあるにしても，それはむしろ間接的な効果にすぎず，直接的
には，純然たる事業者の企業経済上の負担を合理的に処理するための手段として，企業保険に属す
るものといってよい5，。ところで，団体保険では契約者は企業（正確には事業主）である。企業間
の取引では家計保険で問題となるような契約内容の解釈能力の差から生じる情報の偏在は生じにく
く，また企業内でも組織全体の監視体制があるため，モラル・ハザードやモラール・ハザードは起
こりにくいと考えられる。しかし後述するように，通常事業主が琴約者で従業員が被保険者という
「他人の生命の保険」であるため加入の同意に関連した問題がある。企業保険市場では保険者と契
約者が対等な立場にあるが，その反面，契約者の被保険者に対する各種の情報保有関係における優
位性が決定的である。従って団体保険市場においても完全情報の前提は成立せず，情報の偏在が生
じている可能性が高いと考えられる。ただし情報の種類と関係者の保有関係は家計保険とは異なる
ことが想定される。そこで，団体保険市場でも家計保険市場とは別の要因でモラール・ハザードが
起こりうると想定して以下検討していくこととする。
　具体的な考察は以下の検討方法に従い行うことにする。まず第一に考察対象とする関係者を限定
する。団体保険契約の関係者は多様であるが，その情報保有関係が特に問題となるのは，契約の当
事者である保険者と契約者，さらに被保険者と考えられ，中でも契約者と被保険者の関係が問題と
なる。従って，保険者・契約者・被保険者を中心に，必要な場合は被保険者の相続人を含めて情報．
の保有関係と情報の種類を考察していく。第二に，日本の団体保険市場に限定して考察する。その
ため，日本国内で販売されている団体保険が考察対象となる。また，日本企業独自の企業文化，特
に企業集団内での取引に配慮しながら企業と保険会社の基本的な関係を明らかにしたい。第三に企
業保険市場は広範であるため，家計保険市場との比較に限定する。そして，企業ではリスク処理の
意思決定が家計より多様であることに配慮し，企業の人的リスクマネジメントの一環として団体保
険の利用を捉える。
　なお，本稿の目的は法的な解釈ではないので，主な学説に従い，関係者の位置づけについて検討
するにとどめることにする。
2．団体定期保険の効用と問題点
2－1　団体定期保険の特徴
　特定の共通な性格を持つ人的集団を，一括して，単一の保険契約において付保する私保険を団体
保険という（大林〔1961〕p．27）。そして，団体生命保険に分類されるものとしては，団体定期
（生命）保険・団体信用生命保険・団体終身保険・心身障害者扶養者生命保険・団体養老保険があ
る。また，広義の団体保険には近年大きなウェイトを占めつつある団体年金も含まれる。「団体定
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期保険・とは団腿択が可能な団体の所属購のうち，一定の資格鮪するものを被保険者とし，
団体または被保険者の代表を契緒とする保険期間・年の死亡保険をv・う（生命保険協会〔1995〕
・・44）・また・団体定期蛉殿の対象となる・団体・には第1種から第IV種団体が存在するが，
第1種団体のうちの「被用者団体・が圧倒的1・多い・・．従・て，以下特に断りのな、、限り・被用者
　団体」を対象とする。
　　団体保険は1994年度には生命保険全体の保有契約金額の27．8％を占めており，そのうち団体定期
保険の占有率は・保有契約金額が452兆円で8・，4％であり，被保険者数は68・・万人で7。．1％であ
る・団体定期保険の業績は轍の日本企業の高度成長に伴・て進展してきた．特に198。年代後半か
ら199°年代初頭のバブル経醐に大幅な増加がみられる・．その後は，景気後退の影響をうけ進展
が鈍化してきているが，個人保険ほどの業績の落ち込みはない8｝。
　次に・他の生命保険と比べた団体保険全般の特徴としてG・eg9〔・962〕は以下の4点を挙げて
いる9’・第一は個人選択の代hOに団体選択が行われることである．そのためわずかな例外を除、、
て医的診査は行われない。これは個人保険のような厳しい健康上の要請がないことを意味する。ま
た，平均保険料率を採用しているのが一般的である1°｝。第二は単一の保険証券で多数の生命を付保
することである11樋常被保険者は契約の当事者で1まなく，法的には保険者と雇用主の間の契約と
なる・第三は棚的に低い料率’2’で大量の被保険者を保障することである．・の理由としては，被
保険細内でメンバーが織ず交代する・と1・より死亡率の増加があまりないことと，個人保険｝こ
比べ大量に処理する・とによる経灘欄ずられている．第四は盤料率を条件とすることで，過
去の死亡実績に基づき実質的な保険料負担が決まる。
さらに団体定期保険の被保険団体は「全貝力・入団体・と・任意加入団体、に区分される．・全員
加入団体・とは・元来「強制加入・団体のことで，・臆加入団体、とは，全員加入団体以外の被
保険団体をいう・保険鮒では通常詮則・入団体の契約を・A契約、または・Aグル＿プ、と，
任意加入団体を「B契約・または「Bグ・レープ・と称し，営業上の呼称として使用して、、る…．わ
が国の団体定期保険の実態は以下のようなものになる14・．Aグループ保険で1ま企業が掛金を負担し
て従業貝に対する福利厚生制度の一環として行うもので，従業員全員または，客観的基準を満たし
た者全員を加入させる・Bグループ保険1まAグループ保険と同様に企業が従業員に対する福利厚生
制度の一環として行うもので・従業貝の自助努力を働するためのものである．加入．腿に任意
性があること・掛金が従類負担であること，保険金額等の金額について淀の範囲内で任意に選
択できることなどが・Aグループ保険と異なる紛である．さらにA・Bグループ保険とも‘。最低
加入者数が「団体定期保険の運営灘・1・定められている．・れらの・とを図示すると図2のよう
になる。
　生命保険文化センターが1992年に実施した「企業の福利厚生制度に関する調査」によるとAグル
ープ保険の加入率は全体では60・4％であるが，従業員数1000人以上の企業では82．8％である．従。
て，団体定期保険はどちらかといえぱ，大規模な企業を対象とするものである15｝，と言える。しか
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し，Bグループ保険を実施している企業は少なく16，，実施企業はわずか26．8％で，従業員数1000人
以上の大企業においても75．3％となっている。
　　　　　　　　　　　　　　図2　団体定期保険のしくみ図
（Aグループ珠険のしくみ図）
契約者・保険金受取人
企業（団体）の代表者
????（???） ????配給保
当付険
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慰金・見舞金等
（Bグループ保険のしくみ図）
契約者・保険金受取人
企業（団体）の代表者
????????
（???）
??????
　保　険　金
死亡退職金・弔
慰金・見舞金等
　被　　保　　険　　者
企業（団体）の従業員（所属員）
および配偶者や子供
??????????
保険金受取人
被保険者の相続人
（出所）生命保険文化センター〔1993〕pp．9～10
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　団体定期保険では，1年ごとに各団体の収支計算を行い，剰余金が生じた場合には，配当金とし
て契約者に支払われる。これは過収保険料の精算（糸川〔1987〕p．53）であると同時に税制面か
ら企業にとって利点となる17）。
　また，団体定期保険には，こども特約，災害保障特約，交通災害特約，災害割増特約，労働災害
保障特約および年金払特約を付加することができる18）。
　2－2　団体定期保険の効用
　企業がさらされるリスクは大きく分類して人的リスク・財産上のリスク・賠償責任リスクに分類
される19）。企業をめぐる人的・人事的損失は，その性質上から企業の構成貝たる従業貝に関わる損
失と企業それ自体にとっての損失に大別される。前者は従業員の死亡（早期），老齢退職，転職，
疾病，障害，廃疾，失業といった事態より生起する。これらり事態は従業員にとり自分自身ととも
に家族への金銭的損失（負担）に対処する部面を造出させる。雇用主がこの種の事態に対処するこ
とにより，労使関係の改善，従業員のモラール・生産性の向上が可能となる。これは雇用者責任の
遂行であるで同時に組合側からの要請でもある。従って，人事的損失への対応は企業における従業
貝福利制度の問題として考察することができる2°》。そのため，企業にとっての人的リスクへの一対
応策として団体保険の利用が考えられる。
　団体保険は，事業主（保険契約者），従業貝（被保険者），保険会社（保険者）に対して様々な効，
用を有している21｝。まず事業主に対する効用としては以下の点が挙げられる。自家保険的な積立金
では能率的な準備が不可能な従業員の生活の不測のリスクに極めて低廉な保険料の拠出で対応可能
となる。しかも内部留保の場合とは異なり損金計上が可能という税務経理上の特典22）が認められて
いる。また，労災保険では填補できない従業員のあらゆる場合の死亡に対応することができ，企業
の福祉施策全体を体系化し，労使間の友好関係を増進させることが可能になる。従業員に対する効
用としては，経済的不安の解消が挙げられる。また個人保険に加入できない従業貝も容易に加入で
きる。保険会社．Cこ対する効用としては，低廉な保険料が有力な販売武器となり，個人保険市場の開
拓にもにつながることや，良質の契約のみを維持できる23）ことが挙げられる。
　特に団体定期保険について言えば，従業貝の在職中の遺族生活保障制度ということができる24）。
前述の企業の福利厚生制度に関する調査では，企業の福利厚生制度全般の意義を「社会保障の補
完」と答えた企業が29．6％で，69。3％の企業では「労働生産性の向上」にあると答えている。従業
員のための経済的保障の準備と従業員の志気・生産性向上との関係は不明確とされるが，他の企業
がそのような準備をしている場合，優秀な人材確保の面で，用意がないことがマイナスとなるかも
しれない（森宮〔1981〕p．7）という指摘もある。このため，団体保険の利用により優秀な従業
員を確保し定着させる効果がある可能性が高いと考えられる。以上のような効用は団体保険市場が
情報の偏在を引き起こしにくいことを前提とした制度設計であるため生じるものであるが，実務上
全く問題が生じていないわけではない。この点について次節以降で検討していく。
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　2－3　被保険者の同意をめぐる問題点
　　団体定期保険は契約者（事業主）と被保険者（従業員）が異なる「他人の生命の保険」である。
　その際，契約者が保険金受取人となり，被保険者と異なるのが一般的である。企業がAグループ保
　険に加入する際に，各被保険者は自ら加入の意思決定をすること‘ホなく，契約者の決定に消極的な
　同意をするにすぎない。詳細な契約内容についても，加入条件による制約があるとはいえ，契約者
　が独自に決定することになる。商法674条1項は，保険契約者が自己以外の者を被保険者としてそ
　の死亡を保険事故とする保険契約を締結するには，その被保険者を保険金受取人としないかぎり，
　被保険者の同意を必要とするものとしている。しかし，わが商法は，団体保険といった特殊の形態
　の保険を念頭におかないで立法されたものである。従って，ここで想定される被保険者の同意につ
　いては，保険が賭博目的のために利用され，被保険者の生命の危険を誘発するおそれがみられない
　かぎりは，団体保険における被保険者の同意を不要と解するべきという見解が支持されてき
　た25〕26）。従って，被保険者たるべき者が十分に知悉するような状況の下において団体保険契約が締
　結され，しかも被保険者たるべき者がこれを知りかつ異議を述べうる機会を与えられてしかも異議
　を述べないかぎり，被保険者の黙示の同意があったものとしてその保険関係が効力を生ずるものと
　解することが不可能ではない，と捉えられる。また，同意を契約の効力発生のための要件と解すれ
　ば，契約成立の時より事後の同意も認められるといわなければならない27，。さらに，ひろく各地に
，分散している多数の従業貝から一々具体的にその同意を求めることは，実際上かなり困難な場合が
　多い28｝。従って，実務上は労使間の協調関係を前提とした運用が行われている。具体的には団体保
　険では会社の労働組合の代表者による一括的同意の意思表示で足りると解すべきであり，また新入
　社員について個別的に団体保険の被保険者になることの同意書を徴求することは必ずしも必要では
　なく，就業規則ないし労働協約中に保険条項が挿入されていれば足りると解すべきである（西島
　　〔1991〕p．327），とされる。
　　被保険者である従業貝にとっては企業に入社することは即，当該企業の就業規則や労働協約に従
　うことであり，団体保険への加入や保険金の帰属についても企業の規定に従うことを意味する。し
　かしこの際，被保険者に契約内容等の情報が十分に伝達されているかどうかは確認されていない。
保険契緒を中心とし渓質上の保険料負担者．・被保険者・保険鍍取人相互間の権利義務関係は
　いわゆる内部関係とされている（糸川〔1987〕p．25）。法律的な問題は別にして，現在の団体保険
　市場での同意主義の形態が内部関係での情報の偏在を引き起こす一因となっていることは確かであ
　る。保険会社はこのような内部関係で生じる問題には直接は無関係である。しかし，加入の同意の
　時点で情報の伝達が不十分であるため，保険会社を含めて，関係者の間に情報が偏在し，モラル・
　ハザードやモラール・ハザードが発生することになると，保険会社への影響は無視できないものと
　なる。
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　3．団体定期生命保険市場におけるモラール・ハザードの位置づけ
　3－1　モラール・ハザードの発生要因
　保険me・におけるモラール…ザードの一般的な特徴は・保険利用によ幅故損害の発生と予
防’鎮圧に無関心になる精神的傾向（箸方〔1992〕P．・・8）、と搬られ，モラル・，・ザ＿ドと厳
密に区別して「保険加入を契機とした軽過失29）」と定義づけることが可能である。
　　また，リスク・マネジメント理論においては不注意なり過失により，損失を生起・拡大させるこ
とがモラール・ハザードとなる3°）。企業としては，リスクに対して，①特別な対応策はとらない，
②経験的ないしは直観的な判断により随時対応する，③習慣的に保険をつける，④合理的なリス
ク・マネジメントを行っている，などのケースが考えられる。保険を利用する場合にも，まずリス
ク対応策として保険を利用するかどうかを決定し，その上でリスクの全部を付保するのか，一部を
付保すればよいのかについて，意思決定をしなければならない。また，同種同型のリスクであって
も，全般的管理を必要とするものと，部分的な管理に任せてよいものと区別する必要がある31）。従
って，本稿では企業におけるリスク処理の意思決定の多様性に対応するため「保険の利用に際して
の軽過失」もモラール・ハザードと捉えることにする。
　保険市場は「条件付き請求権」の契約を行う市場の一例であり，理念的には「競争的均衡の最適
性定理」が保証されている。しかし，現実の保険市場には私利を追求する匿名の経済主体が参入す
るので，保険市場において，経済主体が「制約された合理性」しか持ちえずかつ「機会主義」的行
動をとるというヨリ現実的な仮定の設定が必要になる。この仮定をとれば，当事者間に情報の偏在
の余地が生じモラル・ハザードをelき起こす可能性が高くなる32，．情報の経済学においては，取引
の当事者間の情報の偏在が原因でモラール・ハザードが発生すると考える。しかし，問題にされて
いる情報は「危険選択に必要な被保険者の個人情報」のみ33）であり，団体保険市場ではこの情報の
偏在は生じにくいが，保険契約締結に必要な他の情報の偏在が問題となる。また，ここで当事者と
して問題とされているのは保険者と契約者であり，契約者と被保険者の立場を明確に区別していな
い。団体保険ではこの点の区別が重要である。さらに，団体定期保険市場について考察するには，
考慮すべき情報は家計保険の場合とは相違点がある。
　まず，保険契約締結に際し保険者が契約者に提供する情報である契約情報3‘）については家計保険
の場合と同様必要となる。次に，上述の個人情報に関しては，団体保険では団体選択の形式がとら
れるため，個々の被保険者の個人情報の重要性は家計保険よりも相対的に低くなる。これに対し
て，団体保険では企業の従業貝数等により加入条件が決まるため，個々の被保険者の個人情報を含
んだ，団体選択に必要な企業情報が重要となる。従って，以下の議論では情報として，契約情報・
企業情報・個人情報を想定することにする。
　さらに，モラール・ハザードを引き起こす主体としては，契約者の他，被保険者，保険金受取人
（事業主，相続人のいずれか），保険者，第三者が想定されるが，本稿では主として契約者を想定
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する。
3－2　当事者及び関係者の情報保有状態
3－2－1　情報の偏在の可能性
　情報の経済学では被保険者の個人情報は被保険者自身が最もよく知っていると捉え，契約者側が
保険者に対し情報優位にあることを前提としている。これに対して，特に家計保険市場においては
契約者側が保険者と同等の保険についての専門知識を持っているとは考えられず，約款等が提示さ
れるだけではむしろ保険者側に情報が偏在していることさえ想定できる35）。そのため家計保険市場
では契約情報について契約者側が比較劣位にあると考えられる。しかし，取引の専門家を有する企
業保険契約者についてはこの状況が変化することが想定される。
　団体保険市場に限定して，関係者の情報の保有関係を考えてみる。前述のように，一定数以上の
被保険者をもつ団体保険においては，賭博保険の危険性ないし道徳的危険性は個別保険の場合に比
べより希薄となる。従って，団体保険においては情報の偏在は生じにくいと捉えられている。ま
た，契約者と被保険者は労使関係にあるため，他人の生命の保険であっても被保険者の同意という
条件は緩和されている36）。これらのことから，団体保険市場では，専門家間の情報の偏在は生じに
くく，さらに契約者側も協調関係があるため，完全情報が存在するという捉え方をしていると考え
られる。しかし，現実の団体定期保険市場においては，生じないはずのモラル・ハザードが発生し
ている事例もある。
　労務行政研究所が1993年に実施した調査によるとAグループ保険金の使途・行き先として「遺族
に全額支給する」と回答した企業が全体の16．6％であるのに対し，「遺族にはまったく支給しな
い」と回答した企業が61．8％を占めている。企業により就業規則や労働協約の差はあるにしても，
保険金の帰属に関して団体定期保険の本来の趣旨から逸脱した使用をしている可能性が高い企業の
存在を示す結果と言える。特に保険金額が弔慰金額を大きく上回る場合は契約者に不当利得が生じ
ることが考えられる37）。この場合は契約者のモラル・ハザードであり，同時にこのような契約を締
結した保険会社のモラル・ハザードでもある。保険会社としてもこのようなトラブルを防止するた
めに実務上の改善を行っているが徹底することは困難である38》。
　別のモラル・ハザードの事例としては，保険事故発生に際し契約者が故意に保険金請求しないこ
とが挙げられる。保険金を請求しないことによる，配当金受領という利益の自己還元すなわち事実
上の利益の社内留保のメリット，また，保険料支払いと配当金受領の時期のズレによる決算調整の
メリ・ソト，優良被保険団体に対する特別保険料率の適用によるメリット，保険料損金参入による税
負担の軽減メリットなどを得ることになる39〕。これにより団体定期保険が単に契約者の利益のため
だけに使われ，最終的には保険者の支払い増につながる。従って契約者のモラル・ハザードと考え
られる。
　このように団体定期保険市場にも本来存在しないはずのモラル・ハザードが生じている。従って
一255一
　完全情報の前提は崩れ，情報が偏在していると捉えられる。そうなればモラール・ハザードも生じ
ている可能性が高いと考えられる・そこで，団体定期保険醐における保険者，契約者，被保険者
　（とその相続人）の関係とその情報の保有関係と契約前後の変化について潔を行う。とにする。
　3－2－2　契約の当事者とその他の関係者の関係4°｝
①保険者（保険会社）と契約者（事業主）の関係
　保険契約の基本型は保険契約者と保険会社との樹の契約であるが，大企業，±団体などは資金
調達面あるいは安全株主対策その他の関係から，獄の保険会社と団体保険契約をしている．麟
の保険会社が1つの団体と保険契約していることを共同取扱契約（共同引受）という。この場合
は，複数保険会社中の1社が幹事会社となり，事務手続き等は全て幹事会社に一本化される41）。従
って，複数保険会社が存在する場合も，当事者としては幹事会社のみを想定することになる。ま
た，契約者は事業主であるが，実務上は別の部署が担当する場合も多い。従って保険者間や企業内
部での情報の偏在が生じる可能性も念頭に置いて議論を進めていく。
　企業間の取引は，十分な契約情報を保有した専門家同士の交渉によるものと考えられる。そし
て，日本企業の特徴としては企業集団内での取引がある。企業集団なり企業グループに属する企業
は，関係の強度に応じて，集団／グループ内の保険会社にリスクを任すというビジネス慣行をもつ
ようになった。この結果，リスク確認を怠り，リスクが現実化した後に保険で賄えない部分は事後
的にリスクを処理するようになる（森宮〔1995〕p．182）。さらに，企業は前述のように，顧客で
ある保険会社との営業関係上，そして，保険会社から融資を受け，増資引受と安定株主になっても
らうための手段として団体保険を利用する傾向がある．これに対し，保険会社としてもノルマ蟻
や過当競争に対応するため，企業集団内の企業との取引が不可欠となる。従って企業間の取引では
保険会社と企業の経済上の力関係は多様であり，家計保険市場のような保険会社の圧倒的優位性は
確立していない，と考えられる。
　また，団体保険契約を契機として他の保険種類の販売につながることや，保険契約を通じた新た
な融資関係の構築もある。しかし，融資の反対給付としての団体保険加入は景気の波に左右される
（石田〔1973〕p．107）との指摘もある。つまり，企業にとって保険会社は企業経営上のパートナ
ーではあるが，保険保護提供者としての役割よりも資金提供者としての役割が強いような状況であ
る。
②契約者（事業主），被保険者（従業員），保険金受取人（事業主または従業員の相続人）の関係
　契約者である事業主と被保険者である従業員は労使関係にある。家計保険のように大半が両者が
同一人物か親族関係であり経済上の力関係が問題にならない場合とは異なり，事業主が従業員に対
し絶対的優位にある。しかしながら，いわゆる企業別労働組合による経済的条件の改善の要求に対
応し，労使協調の推進によって企業活動を活発にし，業績の向上を図ることは，企業経営者である
事業主の最大の任務である42）。そのための一手段として団体保険が存在するが，労使間の信頼関係
を裏付けとして，被保険者の加入の同意は簡略化されている。これは契約の締結や保険事故が秘密
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のうちに生じるのではなく，業務上密接な結びつきをもっている者同士が知りうる状態下で生じる
と考えられるためである。しかし，団体保険加入の意思決定は，特にAグループの場合は契約者が
独自に行い，被保険者は消極的な同意をするにすぎない。労使関係全般については，従業員の地位
が向上しているが，団体定期保険に限定すると，加入について消極的な同意をし，保険金の帰属に
ついても事業主の規定に従う状態にある。そのため事業主である契約者が従業員である被保険者に
対し比較優位にあると考えられる。
　次に，保険契約者と保険金受取人の関係43，について考えてみる。保険金受取人は事業主である場
合と従業員の遺族である場合がありうるが，前者である場合が多い。どちらの場合も保険金受取人
は契約者の規定に従うことになり，従業員の遺族の場合は従業貝同様，契約者が比較優位にある。
また，契約者と保険金受取人が同一の場合には，被保険者が加入についての消極的な同意をする以
外は，被保険者とその遺族が情報を入手することがより困難となり，契約者の優位性が強まること
が予想される。
3－2－3　団体定期保険契約締結による保有情報の変化
　理論上の団体定期保険市場では，契約締結により，関係者は全て完全情報を保有することにな
る。保険者は契約者に対して契約情報を提供し，反対に契約者からは被保険者の個人情報を含んだ
企業情報を告知により提供される。また，被保険者については保険者から契約者を通じて契約情報
が提供され，加入に同意した被保険者が団体選択に必要な個人情報を提供することで契約が成立す
る。この関係を図示したものが図3である。また，保険契約締結前後とその後の保有情報の変化に
ついては図4のようになるが，現実には被保険者の同意が不完全な場合が多い。
図3　関係者間の情報の伝達
保険商品の販売
契約情報の提供
保　険　者 契　約　者
企業情報の提供
保険商品の購入
　　契約情報の提供
く・・一一一・…　一一…　一一一一’”一一’°”曹曹曹゜’
　　個人情報の提供
　加　入　の　同　意
図4　保険契約締結を契機とした保有情報の変化
①保険者の保有情報
保険契約締結前 保険契約締結後
契約内容に
ﾖする情報
熟知している 熟知している（変化なし）
団体選択に関
ｷる企業情報
保険集団としてのデータは保有
@個別企業については限定的
告知により得た情報を保有
ｻの後の変化については不明
被保険者に関
ｷる個人情報
保険集団としてのデータは保有
ﾂ々の被保険者については不明
告知により得た情報を保有
ｻの後の変化については不明
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②契約者の保有情報
保険契約締結前 保険契約締結後
契約内容に
ﾖする情報
一般的な知識はあり 熟知している
団体選択に関
ｷる企業情報
熟知している 企業が保有していた情報に加え
崇mにより得た情報を保有
被保険者に関
ｷる個人情報
限定的に保有 企業が保有していた情報に加え
崇mにより得た情報を保有
③被保険者の保有情報
保険契約締結前 保険契約締結後
契約内容に
ﾖする情報
限りなく0に近い 同意を求められることにより契約
ﾒから提示された情報のみを保有
団体選択に関
ｷる企業情報
限定的に保有 限定的に保有（変化なし）
被保険者に関
ｷる個人情報
漠然と保有 告知事項の理解を通じて保有
3－2－4　各関係者間の情報の偏在
　団体定期保険市場における関係者の保有情報の変化を確認したことにより，関係者間の偏在が生
じうることが明らかになった。そこで，ここではどのような情報の偏在が生じているか検討してみ
る。
①保険者と契約者間の情報の偏在
契約情報は保険者から契約者に提供されるものであり，保険者が比較優位にあると考えられる。
しかし家計保険とは違い，団体保険では専門家を有する企業保険契約者なので，保険者が圧倒的に
優位とは考えられない。従って契約情報に関しては家計保険契約者く企業保険契約者≦保険者とい
う優劣関係44）が考えられる。
　次に企業情報は契約者から保険者に提供されるものであり，契約者側が圧倒的優位にあると考え
られる。企業保険契約者は家計保険契約者とは違い告知事項の理解について問題はないが，逆に保
険者に対し開示する情報の選別を行う能力すらある。保険者は個々の被保険者の個人情報の真偽に
ついて確認するのは困難である上に，企業全般の情報についても契約者が選別した情報を提示され
るため，契約者の優位性に変わりはない。従って，企業が保険会社に打診する際とその後の交渉と
契約に際して，完全情報を提供しているのか45）ということが問題になる。そして，自社のリスクに
関する情報を保険者に不十分にしか告知せずトラブルを引き起こす場合も多い46｝。これへの対策と
して，保険企業においても種々のリスク対応策がとられている（石田〔1991〕p．35）。また，被保
険者の個人情報は団体選択の基礎資料になりうるものであるが，契約者が保険者に対し圧倒的に優
位であるといえる。しかし，団体選択に際し，個々の従業員についての情報ではなく被保険団体全
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体についての情報が必要になるため，団体保険市場では個人情報の重要性は相対的に低くなる。
　また，保険者内部の情報の偏在については，団体保険で必要とされる広範な知識を有する専属の
内勤員が担当する場合が多く，団体保険では特に問題にならない47）と考えられる。
②契約者と被保険者間の情報の偏在
　保険者から契約者側に提供された契約情報は，契約者を通じて被保険者に伝達されることにな
る。理論上は被保険者はこの情報について十分に理解した上で保険加入に同意する。しかし実際に
は入社により自動的に加入することになるため，被保険者への情報伝達が不十分な場合が多い。ま
た同じ被保険者でも，部署間のコミュニケーション不足48）から情報の保有状態に差があるが，相対
的に契約者が比較優位にあると考えられる。
　次に加入条件に関わる企業情報も，契約者が被保険者に対して比較優位にあると想定される。大
規模企業になるほど組織が複雑になり，個々の従業貝は限定的にしか企業全体の情報を知らされて
いないと考えられるためである。個人情報については被保険者は告知事項の理解を通じて保有する
ことになるが，理解が不十分だったり，消極的な加入の同意をするだけの場合には，告知事項の理
解がなく漠然と保有することにもなる。これに対し，団体保険では被保険団体選択に必要な範囲の
告知に限られるため，この情報は契約者が事前に保有している範囲にあると想定される。従って個
人情報の重要性は相対的に低いと考えられる。
　また，被保険者の相続人については，契約情報を一般知識として認知していても，被保険者から
保険事故発生以前に通知されない限り保有できない。そのため保険事故発生後に契約者から通知さ
れれば保有できるが，契約の存在すら認知できないこともある。
3－一一　3　団体定期保険市場におけるモラール・ハザードの位置づけ
3－3－1　起こりうるモラール・ハザード
①契約者によるもの
　被保険者の同意なしに締結されたとして団体傷害保険契約の効力が否定された事例の判決理由の
中に以下のような記述がある．・…保険契約老兼保険鍛取人である企欝が・従業員を被保険者
として団体保険に加入していることに気を許して，労働条件や安全衛生設備の改善に意を払わず，
消極的に災害事故を誘発する危険はあると考えられる（『判例時報』926号，pp．118～119）。」従っ
て，，例えば，事業主が団体定期保険に加入さえすれば従業貝に対するそれ以上の福利厚生は必要
ないと判断し，従業員の健康管理を怠った場合はモラール・ハザードであり，法定の基準を明らか
に下回る悪質な場合にはモラル・ハザードと考えられる。このような事態は，被保険者との情報の
保有関係に関連して，被保険者への契約情報の説明不足や被保険者の同意を不十分なままにしてお
くことにより生じる。また団体定期保険加入に際しての軽過失としては，保険者に任せきりにして
（C。t。hp。1，〔1974〕P，eface），保険金額等で契約者側で配慮できる要因について熟考せずただ加
入するだけという態度が考えられる。また，保険者との情報の保有関係に関連して，保険老に対す
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　る不十分な企業情報の提供が考えられる。
②被保険者によるもの
　　団体定期保険における保険事故は被保険者の死亡であり，自殺のようなモラル・ハザードは起こ
るにしても，保険加入を契機として自己の生命に関して無関心になり健康管理を怠るといったモラ
ール・ハザードは起こりにくいと考えられる。しかし，団体定期保険の加入率から考えても，加入
する可能性が高いことは確かである。従って，契約者である事業主に任せきりにして保険に関心を
持たず，労働協約や就業規則といった情報入手手段を活用しないことはモラール・ハザードと言え
る。また，保険事故発生以前に相続人に契約の存在を知らせておかないことはモラール・ハザード
である。また特約やBグループ保険については家計保険とほぼ同様のモラール・ハザードが起こり
うると考えられる。
③保険者によるもの
　保険会社のノルマ主義により，相手企業についての情報が不十分なまま契約を締結することや，
相手企業への不十分な契約情報の提供は保険者のモラール・ハザードと考えられる。そして，加入
後の変化を含め相手企業に対するチェック体制に不備があることも問題である。また，相手企業側
の問題である場合が多いとはいえ，十分な保険保護を提供できないままでいることも問題となる。
3－3－2　モラール・ハザードの位置づけ
　以上のことから，団体定期保険市場には理論上は存在しないはずの情報の偏在の余地があり，そ
れがモラール・ハザードを引き起こしていることが確認できた。
　家計保険市場において同様，モラール・ハザードは保険制度の存立を脅かし，同時に社会経済的
費用を増大させることになる49｝。ところで，前述のように団体保険は企業等の団体の福利厚生の促
進に役立つものである。そのため団体選択により低率で！7）保険加入や通常の条件では加入が困難な
構成貝の加入が可能になったり・税制1上の優遇措置がとられている．しかし，モラール・ハザ＿F・
が発生することにより，保険者側と契約者側双方にとって有利な現行の体制を維持することが困難
になり，団体保険そのものの存在意義を脅かすことにもつながる。さらに，保険金獲得のためのモ
ラル・ハザードが発生することになると，家計保険のような厳格な危険選択と加入の同意を必要と
することになり，低率の団体保険の実施は完全に不可能になる。故意・悪意や重過失であるモラ
ル・ハザードに比べて潜在的だが発生しやすいモラール・ハザードを放置し続けると団体保険を実
行不可能にする可能性もある。
3－3－3　対策
　モラル・ハザードとモラール・ハザードへの対抗策として，機会主義的行動を規制し，保険制度
の本来の目的に整合すべくそれを誘導する対策であるインセンティヴ・コントロール・システムが
導入される。しかし，契約者の参入や退出が自由な保険市場では，保険者が契約者の行動を完全に
モニターすることは不可能であり，インセンティヴ・コントロール・システムの有効性にも一定の
限界がある50｝。団体定期保険における保険者の対応策としては，相手企業の死亡退職金規定・弔慰
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金規定の確認，被保険者の加入同意の確認，適正な保険金額の設定，原則として入社3ヵ月未満は
待期間とし契約は受理しない，といった対策がある51）。このうち特に問題となるのが被保険者の加
入の同意であるが，大規模な企業になるほど直接的な同意を得ることが困難となる。企業保険市場
では契約者の契約内容についての解釈能力に問題がないことが前提とされ，被保険者に対しては契
約者から十分な説明が行われていると考えられている。しかし，団体定期保険の被保険者は消極的
な同意しかしていないために契約情報が十分に伝わっていない可能性が高い。このため，従業員の
在職中の遺族保障としての役割が十分発揮されず，契約者である企業にとっても従業員のモラール
向上という効果が得られず，団体定期保険そのものが持つ効用を活かしきれないのが現状である。
最終的には，現行以上の厳格なインゼンティヴ・コントロール・システムの導入により団体保険の
低料性は維持できないことになる。そのため不当利得をねらったモラル・ハザードだけでなくモラ
ール・ハザードの生じない環境を維持する必要がある。
　家計保険市場では保険者と契約者の経済上の力関係の差から情報の偏在が生じていたが，団体保
険市場においては，契約者の被保険者に対する優位性から生じる情報の偏在が深刻である。従って
この点を意識した対策が必要となる。
　団体保険の契函者は，従業員の経済的必要度，団体保険の提供するサrビス及びそのための費用
に関する周到な分析の結果，加入を決心するものであり，「了解済の加入（informed　buying）」の
要素が多分にある52），と考えられている。しかし，被保険者については家計保険の契約者同様，こ
のような意思決定をすることは困難である。結局，保険者と契約者間の情報保有関係だけを考慮
し，両者に対して劣位にある被保険者について重視しなかったために情報の偏在を引き起こすこと
になったと考えられる。団体保険市場で生ヒている問題を解決するには，このような前提を再検討
する必要がある。団体保険は被保険者が一般の従業員であることから，企業保険の中でも家計保険
に近い要素があると捉えられる。従って，団体保険市場でも専門家同士の取引と家計保険同様の取
引が混在していると捉えられる。そのため，契約者だけでなく被保険者を含んだインフォームド・
パーチャス53｝を促進する必要がある。個々の被保険者の直接的な加入の同意を得ることは物理的に
困難であるが，保険者と契約者の双方がパンフレットや口頭で被保険者に告知することで情報の偏
在を軽減することは可能である。これにより全ての関係者にとって．di団体保険の効用を活かすこと
につながる。
4．むすびに代えて
　以上の団体定期保険市場についての考察では言及していない若年労働力の不足（生命保険協会
〔1992－a〕p．30）も深刻な問題である。被保険団体の平均状態を維持しうるような年齢と健康状
態を有する新しい加入者が絶えず流入すること（生命保険協会〔1992－a〕p．146）が必要だが，現
在の新卒採用状況が続けば，制度そのものの存続が危うくなる。また，事務手続きの煩雑さからB
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グループ保険の導入に積極的でない企業も多く，企業側から制度改善の要請もある54）。このよう
に・本稿で言及したモラール・ノ・ザー hの問題以外にも，団体保険制度そのものを脅かす要因が増
えている。
　また・蟻の団体保険に含まれる団体年金は収入保険料べ一スで生命保険全体の26．7％を占め，
年金市場全体が高齢化の進行に伴い拡大傾向にある55）。公的年金と個人年金を補完するものとし
ての団体年金の役割は重要であり，今後改めて検討する意義があると考えられる。
　さらに団体保険で対象とする人的リスク以外の企業リスクへの展望としては，家計保険との比較
では対処できない広範なものになると考えられる。従って，本稿の団体保険に引き続き，保険種類
を限定しながら考察を行う必要がある。最終的には企業保険市場におけるモラール・ハザードの位
置づけを行うには，その過程で企業保険市場はモラール・ハザードが起こりにくい環境といえるか
どりかが問題となる。常識的には企業と保険会社の取引においてはモラール・ハザードが生じにく
いと考えられる。しかし，本稿での考察からは企業という組織においてもモラール・ハザードを助
長する要因が多いことが確認された。保険業法改正後は，企業集団内での取引関係に変化が生ずる
ことも考えられる。しかし，根本的には現行の関係が継続することが想定される。従って，今後も
この点を重視していく必要があるだろう。保険市場をめぐる外的環境の変化に対応していくには，
根本的な概念的な問題を正確に把握していくことが重要と考えられる。
注）
1）中林〔1995－a〕，中林〔1995－b〕
2）他人の生命の保険の場合については2－3を参照のこと
3）保険の経済的機能を重視して分類すると・企業保険は生産財（サービス）としての棚旨をもち，保険料は企業に
　　よって負担され・企業の経費として支出されるものとなる．（須田〔1988〕b．17，鈴木〔1980〕PP，105－106＞
4）この記述は生命保険協会〔1991〕p．241に依拠している
　　以下本稿では便宜上，契約者を「事業主」，被保険者を「従業員」という用語に統一一’一一して使用する。
5）この記述は大森〔1956〕pp．1～2に依拠している
6）この記述は楯〔1991〕p．117に依拠している
　　被保険団体の詳細な区分と要件については生命保険協会〔1991〕pp．17～24を参照のこと
7）この記述は生命保険協会〔1995〕pp．220　一一　221に依拠している
　　1985年度と91年度を比較すると，被保険団体数1．29倍，被保険者tW1．40倍，保険金額1．92倍になっている
8）アメリカでは1980年をターニング・ポイントとして同様の変化が起こり，団体保険市場は成熟期に入ったと言わ
　　れる（川口幸夫（述）「団体保険をめぐるアメリカの動き」「インシシュアランス（生保版）」第3401号，1990年
　　2月1日）。このことから日本もアメリカ同様の状況になったと考えられる。
　　1994年度の生保決算では，個人保険では新契約高は前年比5．5％のマイナスで92年度から3年連続マイナスを記
　　録しているが，団体保険の純増契約は3．4％増となり，92年度以降もわずかながら増加を続けている。（以上の数
　　値は1995年7月29日に行われた生命保険文化研究所主催の保険学セミナー懇談会での日本生命の山田昌弘氏の報
　　告に依拠している）
9）Gregg〔1962〕pp．5－－6
10）生命保険協会〔1992）pp．26～27
11）このような団体保険の特徴を楯〔1990〕は支分契約性と位置づける（p．10）
12）北本〔1987〕は団体保険の原価要素を分析し，その「低料性」の基礎及び程度について究明している
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13）この記述は生命保険協会〔1995〕pp44～45に依拠している
14）生命保険文化センター〔1993〕pp．8～10
15）清水〔1995〕p．71この背景には大企業ほど保険料が有利になっていることもある
16）この背景には契約者が被保険者に対して積極的に加入を呼びかけていないことや，契約者がこの保険の存在を認
　　知していない可能性が高いことが挙げられる
17）この点については2－2で詳述する
18）生命保険協会〔1995〕p．68詳細な内容についてはpp．68～75を参照のこと
19）Athearn＆Pritchett〔1984〕p．5
20）以上の記述は森宮〔1981〕pp．4～5に依拠している
21）11・池〔1957〕pp．196～199
22）現在のわが国の実務上の実態については以下を参照のこと
　　生命保険協会〔1995〕pp．75～76，生命保険協会〔1991〕pp．12，50～51
　　また保険全般の税控除についてはAIRMIC〔1987〕p．19，29，52を参照のこと
23）この点には問題があると捉えられるので，次節以下で改めて述べていく
24）生命保険協会〔1995〕pp．226～227
　　アメリカにおける被用者団体の団体定期保険の原則の一つとして「従業員とその遺族を個別に保障するもので，
　　企業（事業主）を保障するものではない」ことが挙げられている。またヨーロッパ諸国でも，社会保障制度との
　　連携によって保険金は従業員とその遺族に給付され，企業が保険金を自己のものとすることはありえない（本間
　　〔1994〕　pp．36～39，　46）。
25）以上の記述は青谷〔1978〕pp．136～137に依拠している
　　他人の生命の保険に対する契約者の濫用の危険性を防止するための法制度としては同意主義のほかに，利益主
　　義，親族主義が考えられる。詳細な内容については江頭〔1982〕pp．59－61を参照のこと。
26）ドイツ・スイス・オーストリア・フランスなどでは，被保険者の書面による同意を絶対条件としているが，団体
　　保険の場合は，実務上全ての被保険者の同意を得ることが困難であるため，賭博保険の危険性が低いことを根拠
　　として，被保険者の同意が不要と解される傾向にある（大森〔1956〕pp．3～4）。
27）大森〔1956〕p．14
28）大森〔1956〕p．3
29）中林（1995－a〕pp．100～102「保険市場で問題となる，保険加入と相関のある，ひとの行為に関係するハザー
　　ド」全般の分類については上記を参照のこと
30）森宮〔1985〕p．26
31）Catchpole〔1974〕p．3　AIRMIC〔1987〕p。22石田〔1991〕pp．29，33このような意思決定は範囲の差はあって
　　も家計にもあてはまるものである。よ「）詳細な保険購入上の原則については森宮〔1985〕pp．128～129を，また
　　企業文化を反映したリスク対応の違いについては森宮〔1995〕p．175を参照のこと
32）この記述は高尾．〔1980〕pp．110～111に依拠している。ここでのモラル・ハザードには本稿で対象としているモ
　　ラール・ハザードが含まれている
33）この点については前稿（中林〔1995－b〕）で問題としている
34）岡田〔1995〕では本稿の「契約情報」にあたる情報として，保険約款，保険料率・ソルベンシーを挙げている
　　　（pp．68～74）
35）西村〔1981〕では，被保険者のリスク情報取得能力と保険供給者のリスク情報取得能力をあまりにも同質的に取
　　扱いすぎていることを批判している（p．12）
36）「判例タイムズ」no．419（1980・9・15）
37）このようなモラル・ハザードの事例としては企業が保険金の帰属を巡って被保険者の遺族から訴えられたケース
　　が挙げられる。被保険者の同意が不十分なまま多数の保険会社と多額の団体定期保険契約が締結され，被保険者
　　の死亡に際し，保険金受取人である企業が5000万円近い保険金を入手しながら，遺族には640万円の退職金と10
　　万円の香料しか渡さなかったとされる。この事例では被保険者の死因が過労死で労災が認められるかどうかと，
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　　　団体定期保険が賭博保険として利用されている可能性があることが問題になっている。
　　　（以上の記述は秋元〔1993〕，本間〔1994〕に依拠している）
38）具体的には齢保脇会〔1992－b〕PP・74－75鯵照の・と。また，企業にと。ては保険契約と増額を保険会社
　　からやむを得ず強いられたとする意識が少なくなくみられる（本間〔1994〕p．86）という指摘もある。
39）本間〔1994〕p．81
　　国税庁としても・株持ち合い目的の保険加入を問題視し，企業に対し，保険料を・福利厚生費、で1まなく・交際
　　費」として処理するよう求めている（日本経済新聞1991．8．15）
4°）保険契繍結に際し外獺や鯉店・さらに今後はブ・一”一の存在樋要である．また詩に団体保険の利用
　　が多い大規模企業においては社内1・保繍門ないし保険子会社をも。て・・る場合が多い．．れらは親蝶に適切
　　なサービスを櫨することに主眼をおいて経営醐を行・ていて，形式的・実質的にブ・一力＿の役割に非常に
　　近似しているといえよう（森宮〔1992〕p．187）。
　　代理店とプ゜“一’一カーの立場についてはC・rt・・〔1979〕PP．2・，33，ブ・一がを利用する利点としてはAIRMIC
　　　〔1984〕pp．39～41，47～48を参照のこと
41）この記述は楯〔1991〕p，120，生命保険協会〔1995〕pp．64～65に依拠している
42）この記述は一寸木〔1993〕p．41に依拠している
43）法律上の解説としては，経済上の実質関係，法律上の対価関係といったものがある
44）この記述は岡田〔1995〕p．72に依拠している
45）AIRMIC〔1984〕p．67
46）C・t・hp・1・〔・974〕・・4その一例としては，契儲側からの情報提供が不＋分であ。たため保険会社が適切な
　　保険保護を提供できない，といったものがある
47）小池〔1957〕pp　229，231
　　外獺等への教育体制の不備から生じる保険者内部の情報の偏在について1坤林〔1995－b〕P．77鯵照のこと
48）具体例についてはAIRMIC〔1984〕pp．45～46を参照のこと
49）この記述は前川〔1980〕p．76に依拠している
50）この記述は高尾〔1978〕pp．68～70，高尾〔1980〕p．110に依拠している
51）生命保険協会〔1991〕pp．26～27，生命保険協会〔1992－b〕p．77
52）この記述は大林〔1961〕p．139に依拠している
53）　江澤〔1993〕　p．39
54）アンダーセン　コンサルティング編〔1993〕pp．17，44～45
55）生命保険文化センター〔1993〕pp．66，68，73
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